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中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

2021 年 12 月 税務ニュース 

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税金についてご紹介したいと思います。 
 

税務 NEWS 
 

ご相談等ございましたらお気軽にお問い合わせください。 

中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

令和４,５年に入居 令和６,７年に入居

認定住宅 5,000万円 4,500万円

省エネに配慮
住宅性能に応じて

4,500万円か4,000万円
住宅性能に応じて

3,500万円か3,000万円

それ以外 3,000万円 2,000万円

与党税制改正大綱の概要 

2022 年度の与党税制改正大綱が取りまとめられました。 
今回は身近な改正の概要をお伝えします。 
 

 

≪賃上げ税制≫  
賃上げに積極的な企業を支援する「賃上げ税制」については、従業員の給与や教育訓練費の増

加額に応じて控除率が上乗せされます。それに伴い、法人税の控除率が大企業は最大 30％（現行

最大 20％）、中小企業は最大 40％（現行最大 25％）に大幅拡充されます。 
   

  同時に、「収益拡大にもかかわらず賃上げも投資も特に消極的な企業」を対象に研究開発など

に関する投資減税の優遇を停止する措置を強めるとされました。 
 
≪住宅ローン減税≫ 
 期 間   令和７年の入居分まで４年延長 
控除率   年末のローン残高の１％から 0.7％へ引き下げ 
控除期間  新築住宅 13 年、中古住宅 10 年 
所得の条件 3,000 万円以下 ⇒ 2,000 万円以下 
借入限度額  
 
 
 
 
 

 
 
 

≪固定資産税≫ 

 住宅地を含むすべての土地を対象に、地価が上昇した場合に固定資産税の税額を据え置いた 21
年度の特例措置は終了します。ただし、コロナ禍で営業が制限されている事業者に配慮し、商業地

については特例を改め、地価上昇に伴う税額の負担軽減策を決定しました。 
 

控除率

大企業・中堅企業 最大30％ 中小企業 最大40％

給与 給与

前年度比　３％以上増加 前年度比　1.5％以上増加

給与 給与

前年度比　４％以上増加 前年度比　2.5％以上増加

教育訓練費 教育訓練費

前年度比　20％以上増加 前年度比　10％以上増加
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＋５％

＋15％

＋10％

15％ 15％


